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Ⅰ 第６次総合計画後期基本計画 策定方針 

（１） 策定の趣旨 

１ 策定の背景 

本町は「箱根町第６次総合計画」を平成 29年３月に策定しており、『やすらぎとおもて

なしのあふれる町－箱根』を町の将来像として、「１ 皆が支えあう、誰もが元気なまちづ

くり」「２ 未来を拓く人材が育ち、町民相互に高めあうまちづくり」「３ 誰もが住みた

くなる、より良い生活環境のまちづくり」「４ 環境にやさしく、安全・安心なまちづく

り」「５ 癒しと文化を提供する観光産業づくり」、「６ 行政の効率的経営と官民協働体

制の強化」の６つの基本目標のもとに、これまで各種施策に取り組んできたところです。 

前期本計画は、令和３年度に計画期間が満了を迎えることから、令和２年度、令和３年

度の２か年で、後期基本計画を策定するものです。なお、本町では令和２年 10 月 25 日に

町長選挙を予定しており、新町長の意向によっては基本構想部分の改定もあるものと想定

しています。 

 

２ 基本的な考え方 

 

令和４年度から５年間を計画期間とする後期基本計画は、基本構想で掲げた課題である人

口減少高齢化の本格化、災害への備え、医療体制の整備、子育て環境の充実の４つの課題へ

の対応を強化するとともに、SDGｓへの取組や 2025 年問題など日本の社会経済状況が大きな

転換期を迎える中で生じる様々な新たな課題へ対応することで、第６次総合計画の将来像で

ある「やすらぎとおもてなしのあふれる町－箱根」の実現に向けた計画とする必要がありま

す。 

一方、町の財政状況は、平成 28年度以降、固定資産税超過課税を実施するなど厳しい状況

であり、今後も財源不足の拡大が見込まれているため、持続可能な行財政運営の確立に向け、

限られた財源のなかで、最大限の効果を上げられるような計画が求められています。 

これらを踏まえ、策定にあたって重視する３つの視点は、次のとおりです。 

(1) 町民にわかりやすい計画づくりと協働で取り組む視点 

  計画に記載する取り組みは、何をするのか、何故するのか、といった町民にもわかりや

すい記載の仕方を工夫するとともに、町民との協働につなげられるよう、町民と同じ情報

を共有し、町も町民も同じ方向を向いて活動できるようなプランとします。 

(2) 国際観光地という地域特性や強みを生かし、活力あるまちであり続ける視点 

  大きなうねりになりつつある SDGsの視点を取り入れ、国際的なアピールにつなげるとと

もに、活力あるまちであり続けるため、愛着を持った若者の定住や魅力的な働く場の確保

などを念頭に置いて取り組みます。 

(3) 限られた財源で効果的な施策展開や進捗管理により行政の持続可能性を高める視点 

  選択と集中の考え方を取り入れ、限られた財源の中で最大の効果が発揮できるよう進め

るとともに、ＰＤＣＡの中で、できた理由やできなかった理由を大事にした「Ｃ」、それを

次につなげる「Ａ」を重視した進行管理に取り組みます。 
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（２） 基本的事項 

  １  計画の位置付け 

地方自治法の一部を改正する法律（平成 23 年法律第 35 号）の施行（平成 23 年８

月１日）により、市町村の基本構想策定義務（改正前の地方自治法第２条第４項）が撤

廃されましたが、本町においては、箱根町自治基本条例第 16条に基づき、総合的かつ

計画的な行政運営を図るため、自治基本条例に定める自治の基本理念にのっとり、総

合計画を策定するものとします。 

第６次総合計画前期基本計画では、人口減少など、社会経済環境の大きな変化の中で

本町が持続的な発展を図れるよう、町の将来像の実現に向けて、町と住民・事業者が共

同で取り組んでいきます。 

 

  ２  総合計画の構成 

計画の構成は、基本構想、基本計画及び実施計画とし、一体的に策定作業を進めま

す。 

 

【基本構想・基本計画・実施計画の体系】 
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 ３ 計画期間 

  基本的な計画期間と計画の内容は次のとおりです。 

 

  基本構想 平成 29(2017)年４月１日～令和９(2027)年３月 31 日 

  前期基本計画 平成 29(2017)年４月１日～令和４(2023)年３月 31 日 

 後期基本計画   令和４(2023)年４月１日～令和９(2027)年３月 31日 

 

計画の期間 

平成 29    30    令和元    ２    ３    ４    ５    ６    ７    ８  年度 

(2017)                                         (2026) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前期基本計画 

（平成 29～令和３年度） 

後期基本計画 

（令和４～令和８年度） 

基本構想を実現するために、部門ごとに、現況と課題、基本目標、主

要施策を明らかにし、実施計画に基本方針を与える計画 

 

  

基本構想 

（平成 29～令和８年度） 

町の将来像、数値目標、施策の大綱、戦略プロジェクトを明らかに

し、基本計画を方向づける計画。①将来像②目標人口③施策の大綱 

④土地利用基本構想  

基本構想 

前期基本計画 後期基本計画 
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４ 基礎的調査等の実施 

以下の手法により、基礎的調査を進めていくものとします。 

 

①  社会動向の調査・分析（令和２年８月～実施） 

「時代の潮流を表すキーワード集」や、「Afterコロナの予測集」を作成し、社会動

向をまとめます。「必要な視点の共有＝スタートラインの共有」により、円滑に策定作

業を進めることができます。 

 

② 町の現状把握・分析（令和２年８月～実施） 

各種統計資料により、過去からの推移、

現状をまとめます。 

下記のような内容を想定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 類似・周辺地域との比較・分析（令和２年８月～実施） 

類似自治体・周辺自治体などとの比較

を行い、箱根町の現在の位置を明らかに

します。下記のような内容を想定してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

④ 進捗状況の整理（令和２年９月～実施） 

前期基本計画の 34の施策について、これまでに実施してきた施策評価シートの内容

を整理します。 

 

⑤ 首長インタビュー（令和３年２月実施） 

計画策定のバックボーン（裏付け）とします。町民が町政を託した首長の想い、理想、

今後の展望などをまとめます。 
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５ 町民参画手法 

以下の町民参画手法により、計画策定を進めていくものとします。 

 

①  町民ワークショップの実施（令和２年 10月～実施） 

本ワークショップは、アンケート等では把握が難しい住民の想いや課題の背景を把

握するとともに、住民の主体性、まちづくりへの興味・関心を高めることを目的として

実施します。特に SDGsとまちづくりをテーマに検討いただく予定です。 

なお、本町と包括連携協定を結んでいる横浜国立大学又は星槎大学との連携を模索

してきましたが、コロナの影響で学生の参加が難しく、ワークショップでの連携は見

送ることとします。町民ワークショップは令和２年度に３回の開催を予定しています。 

 

②  関係団体・有識者ヒアリングの実施（令和２年 11～12月実施） 

 町内で活動する各種団体やまちづくりリーダーなど有識者の今後の活動意向や、行

政への要望などを把握し、後期基本計画作成に反映します。 

1. ヒアリング対象候補リストを作成 

2. ヒアリング事前シートの送付・回収 

3. 事前シートの内容の確認・アポイントメント（ヒアリング対象者、日時を確定） 

4. ヒアリングの実施 

 

③  町民アンケート調査（令和２年９月～令和２年 10月実施） 

町民アンケート調査を実施し、まちづくりに対する認識・評価や、今後の施策に対す

る要望等を把握し、計画に反映させます。 

(ア) 対 象：箱根町民 1,500人 

(イ) 抽出方法：無作為抽出   

(ウ) 調査手法：郵送法 

(エ) 設問項目：分野別住民サービスへの評価、防災対策、産業政策、SDGs 等 

 

④ パブリックコメントの実施（令和３年度実施） 

策定する計画が今後のまちづくりの活動規範となることから、基本計画案について

パブリックコメントを実施し、町民からの意見を幅広く求め、提出された意見を参考

にして計画を修正します。 

 

⑤ 総合計画審議会（令和２～令和３年度実施） 

住民の代表者や有識者、各種団体の代表、公募委員等からなる総合計画審議会を設置

し、町長からの諮問に応じ、総合計画に関する事項について調査審議を行います。 

 

⑥ 議会との連携 

アンケート結果の報告、基本構想案・基本計画案の説明など、町民の代表である議会

との十分な意見交換を行います。議会は、基本計画案について、議決します。 

６ 職員参画手法 

以下の職員参画手法により、計画策定を進めていくものとします。 
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① 職員アンケート調査（令和２年 10月～令和２年 11月実施） 

町民アンケート調査をベースとした調査内容で職員のアンケート調査を実施します。

前期基本計画の 34 の施策を用いて、職員の立場

としての満足度や重要度を回答してもらい、町民

に対するアンケート結果と比較し、町民目線との

ズレを見える化します。 

また、定員管理や組織運営等、行政内部の課題

把握と解決に向けた設問も設けます。 

調査は、以下の２点を踏まえた設問を設計し、

分析を行います。 

(ア) 分野別住民サービスへの評価 

(イ) 定員管理や組織運営等 

A) 対 象：箱根町役場職員 

B) 抽出方法：全数 

C) 調査手法：WEB上での調査 

 

② 職員向け講座（令和３年４月実施） 

SDGs に関する基礎的な知識を学び、今後の各種施策、事業展開に活かせるよう、職

員向けの SDGs講座を開催します。SDGsができた背景、内容、ゴール・ターゲット・指

標の関係性等を学ぶ機会とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



7 

 

７ 庁内体制 

庁内における計画策定作業は、以下の組織を中心として進め、職員の政策立案力と住民

との協働能力の向上を図ります。全職員は総合計画が本町の最上位計画として行政運営の

基本方針となることを認識し、組織及び業務の枠組みにとらわれることなく、創意と英知

を結集し、計画策定にあたるものとします。 

  

 ① 総合計画策定本部 

 副町長、教育長及び各部長等で構成し、総合計画策定委員会で作成した総合計画素案

及び案等を審議し、承認を行う。 

 

 ② 総合計画策定委員会 

課長職で構成し、策定本部に提出する必要な事項について、協議・調整を行います。 

 

 ③ 庁内ワーキンググループ 

各課等からの推薦者で構成し、町民の声を反映させた計画素案を練るため、ワークシ

ョップ等にも参画するとともに、総合計画素案の作成にかかる必要な資料等の収集及び

提供などの具体的な作業を行います。 

 

④ 事務局（企画課） 

事務局を企画課に置き、計画策定に関する全般の調整と庶務を行います。 

 

⑤ 町長 

 町民ワークショップや、町民アンケート等の調査結果を報告して意見をいただくとと

もに、計画へ反映する視点や具体的な取り組み等をインタビューで把握します。 

 

⑥ 議会との連携 

   アンケート結果の報告、基本計画案の説明など、町民の代表である議会との十分な意

見交換に努めます。 

 


